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岩手　　　
　
総裁選挙後の臨時国会では、「憲法と教育基本法改悪や格差競争拡大政治」との真正面からのたたかいに直面することは明らかです。国民大運動岩手県実委はそのことを共通認識に、秋の闘争を組み立てています。岩手の大運動実委では、８月２９日に代表者会議を開催し、大規模な県民アンケートや、１０月全市町村へ「秋の自治体キャラバン」の実施、１１月には「県民要求実現決起集会」開催を協議します。また、憲法改悪反対共同センターが８月２６日に開く「第３回全県学習交流集会」の成功めざし共同して奮闘中です。
○●憲法●○　憲法と各分野の闘い守る市・地域レベルの共同センター結成めざして
　８月１１日に釜石・大槌地区で「９条の会」が結成され、民主党の県議も賛同するなど大きな変化が出ています。これで県内１３市中１０市で９条の会が結成。町村でも結成が広がっており、年内には全市町村での結成をめざしたいと思っています。最も教訓的なのは、北上市で、市全体の９条の会のほかに、学校区単位で７カ所の地域の会、ほかに女性の会、労働者の会、年金者の会そして川柳の会が結成されていること。こうした運動を全県に広げ、「平和憲法・９条を守る岩手の会」が進める県民過半数署名（６０万筆目標ですでに２２万筆は国会に提出済み）の早期達成に貢献したいと思っています。陸前高田市では市民過半数署名をほぼ達成し大きな激励となっています。課題は、憲法・教育基本法改悪反対・人間らしく生きる権利擁護など各分野の闘いと憲法を結びつける共同センターが、市・地域労連段階で結成することであり、そのための体制強化が急務となっています。
　○●教育基本法●○　広範な共同が県段階から地域段階へ！
教育基本法改悪反対の取組みも、大学教授、元校長と日教組加盟の教組・高教組そしていわて労連・母親大会・生協などとの広範な共同が県段階から地域段階に広がっています。県内２００カ所での集会をめざす協議も行われて県民運動化しつつあり、県内各地で、「子供らを再び戦場に送るまい」の合唱が全県をつつむような発展を決意しています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

いわて労連　菅野恒信（憲法改悪反対岩手県共同C事務局長、国民大運動岩手県実委代表委員）
佐賀　　　


日教組組織と200ヶ所集会など





憲法・教基法で広範な共同広がる！





4教組共同して「教基法改悪反対」！








【＊＊＊このニュースを各組織・団体に配信してください＊＊＊】

















　佐賀では、「教育基本法」県内4教組（佐教組、佐私教連、佐大教組、佐高教組）が、教育基本法改悪反対の一点で団結し、廃案に向けて共同の取り組みを行います。9月16日には早速、学習会と共同アピール発表を行う予定です。


　春のたたかいを通して、共同の機運が高まり、この秋の共闘が実現したものです。


　そして、初めての取り組みとなる9月30日の「教育基本法改悪ストップ9・30県民集会」（４者共催）では、2000人規模での成功をおさめようと奮闘が始まっています。この集会参加を呼びかけるチラシには、「県民に教基法改悪法案の問題点を訴えるためには、『参加が多いこと』が何よりも力のあるアピールになります。あなたの参加はとても貴重な行動になります！」とあり、県民運動として広げようとの意気込みがみなぎっています。











